
　

固
定
資
産
税
は
、
３
年
ご
と
に

評
価
額
を
見
直
す
制
度
が
と
ら
れ

て
い
ま
す
。
こ
れ
は「
適
正
な
時

価
」を
も
と
に
課
税
を
行
う
た
め

の
も
の
で
、
平
成
27
年
度
は
評
価

替
え
の
年
に
あ
た
り
ま
す
。

○
宅
地
の
評
価
額
の
調
整

　

標
準
宅
地
の
鑑
定
評
価
を
行
い

基
準
単
価
の
決
定
を
行
い
ま
し
た
。

○
商
業
地
等
の
宅
地

　

税
額
算
出
の
基
と
な
る
課
税
標

準
額
は
評
価
額
の
70
％
が
上
限
と

な
り
ま
す
が
、
負
担
水
準（
評
価

額
に
対
す
る
前
年
度
課
税
標
準
額

の
割
合
）が
そ
れ
以
下
の
場
合
は

均
衡
化
を
図
る
た
め
、
負
担
水
準

の
状
況
に
応
じ
て
、
下
表
の
よ
う

な
負
担
調
整
措
置
が
と
ら
れ
ま
す
。

＝
表
１

○
住
宅
用
地

　

住
宅（
人
の
居
住
用
の
家
屋
）の

敷
地
に
使
用
さ
れ
て
い
る
土
地
に

つ
い
て
は
、
税
の
負
担
を
特
に
軽

減
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

課
税
標
準
額
の
特
例
措
置
が
継
続

さ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
負
担
水
準
の
均
衡
化
を

図
る
た
め
、
下
表
の
よ
う
な
負
担

調
整
措
置
が
と
ら
れ
ま
す
。＝
表
２

　

今
回
の
評
価
替
え
は
、
在
来
分

家
屋（
平
成
26
年
１
月
１
日
以
前

か
ら
建
っ
て
い
る
家
屋
）に
つ
い

て
、
再
建
築
費
評
点
補
正
率（
前

基
準
で
あ
る
平
成
24
基
準
年
度
と

今
回
の
基
準
で
あ
る
平
成
27
基
準

年
度
と
の
物
価
水
準
の
比
較
に
よ

り
算
定
さ
れ
た
率
）の
見
直
し
が

行
わ
れ
ま
し
た
。

○
再
建
築
費
評
点
補
正
率
の
見
直
し

　

平
成
24
基
準
年
度
に
比
べ
、
木

造
家
屋
が
６
％
、

非
木
造
家
屋
は

５
％
上
昇
し
て

い
ま
す
が
、
経

年
に
よ
る
減
価

で
多
く
の
家
屋

の
評
価
額
が
減

少
す
る
こ
と
が

見
込
ま
れ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
今

年
度
の
評
価
額

が
前
基
準
年
度

の
評
価
額
を
上

回
っ
て
し
ま
う
場
合
は
、
前
基
準

年
度
の
価
格
に
据
え
置
か
れ
ま
す
。

○
納
期
限
の
お
知
ら
せ

　

固
定
資
産
税
の
納
期
限
は
、
年

４
回
に
分
か
れ
て
い
ま
す
。
納
税

通
知
書
は
４
月
中
旬
に
発
送
す
る

予
定
で
す
。

固
定
資
産
税

平
成
27
年
度
は
評
価
替
え
の
年
で
す

土
地
と
家
屋
の
評
価
額
の
見

直
し
を
行
い
ま
す

評
価
の
見
直
し
の
内
容

■
家　

屋

■
土　

地

宅
地
の
負
担
調
整
措
置

商業地等
の宅地

表
1

負担水準 平成27年度課税標準額
0.7超 評価額の70％
0.6～0.7 平成26年度の課税標準額に据え置き

0.6未満
平成26年度課税標準額に平成27年度評価額の5％を加えた額
ただし、その額が評価額の60％を上回る場合は60％相当額、20％を下回
る場合は20％相当額

住宅用地
表
2

負担水準 平成27年度課税標準額
1.0以上 ※本則課税標準額

1.0未満
平成26年度課税標準額に平成27年度の本則課税標準額の5％を加えた額
ただし、その額が本則課税標準額の90％を上回る場合は90％相当額、
20％を下回る場合は20％相当額

※本則課税標準額＝平成27年度評価額×住宅用地の特例率(1/3または1/6）
※ 住宅用地の据え置き措置は、平成25年度までの経過措置が講じられたうえで、 平成26年度から廃
止されました。

在来分家屋の評価
評価額 再建築価格＝ ×経年減点補正率＝

価格再建築費評点補正率基準年度の前年度の再建築 ×

【木造：1.06、非木造：1.05】

　

固
定
資
産
税
の
納
税
者
の
方

は
、
土
地
・
家
屋
価
格
等
縦
覧

帳
簿
を
縦
覧
す
る
こ
と
が
で
き

ま
す
。
ま
た
、
固
定
資
産
税
課

税
台
帳
を
閲
覧
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

こ
の
機
会
に
ぜ
ひ
ご
確
認
く

だ
さ
い
。

期
間
・
時
間

　

４
月
１
日（
水
）〜
30
日（
木
）

　

午
前
８
時
30
分

 

〜
午
後
５
時
15
分

 

（
土
・
日
曜
日
、
祝
日
を
除
く
）

場
所

　

役
場
税
務
課
資
産
税
係
窓
口

持
参
す
る
も
の

● 

運
転
免
許
証
な
ど
本
人
確
認

が
で
き
る
も
の

● 

印
鑑

● 

委
任
状（
法
人
お
よ
び
代
理

人
が
縦
覧
さ
れ
る
場
合
）

手
数
料

　

無
料（
課
税
台
帳
は
閲
覧
期

間
中
の
み
無
料
で
す
）

問
い
合
わ
せ
先

　

税
務
課
資
産
税
係

 

（
内
線
42
・
43
・
49
）

　
「
ご
み
焼
却
場
の
決
定
」「
用

途
地
域（
雪
窓
地
区
：
南
小
学
校

周
辺
）の
変
更
」「
地
区
計
画

（
雪
窓
地
区
）の
決
定
」に
関
す

る
各
都
市
計
画
案
を
次
に
よ
り

縦
覧
し
ま
す
。

期
間

　

４
月
10
日（
金
）〜
24
日（
金
）

場
所

　

役
場
建
設
水
道
課
窓
口

意
見
書
の
提
出

　

意
見
書
を
提
出
さ
れ
る
方
は
、

縦
覧
場
所
に
用
意
し
て
あ
り
ま

す
用
紙
に
必
要
事
項
を
記
入
の

上
、
縦
覧
期
間
内
に
縦
覧
場
所

ま
で
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。
ま

た
、
郵
送
で
提
出
さ
れ
る
方
は

４
月
24
日（
金
）の
到
着
分
ま
で

と
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
す
。
な

お
、
メ
ー
ル
や
フ
ァ
ッ
ク
ス
な

ど
に
よ
り
意
見
書
を
提
出
す
る

こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

　

意
見
書
を
提
出
で
き
る
方
は

地
域
内
の
町
民
ま
た
は
利
害
関

係
を
有
す
る
方
に
限
ら
れ
ま
す
。

問
い
合
わ
せ
先

　

建
設
水
道
課
都
市
計
画
係

 

（
内
線
39
・
75
）

平
成
27
年
度

固
定
資
産（
土
地
・
家
屋
）

価
格
等
の
縦
覧
・
閲
覧

都
市
計
画
案
を

 

縦
覧
し
ま
す
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第5次御代田町長期振興計画
町民アンケート調査結果
を報告します

　平成28年度からスタートする「第5次御代田町長期振興計画」の策定に向けて、町民
の意見を聞き、基本構想、基本計画の策定に役立てることを目的に、平成26年9月5日
から9月26日にかけて実施した町民アンケートについて、調査結果とその概要を報告し
ます。 問い合わせ先　企画財政課企画係（内線54）

現
況
満
足
度
ラ
ン
キ
ン
グ

項目 数値
上水道の整備 58.2
下水道の整備 52.8
公園・緑地の整備 44.0
消防・防災体制 38.3
健康推進・疾病予防対策 25.2
低所得者福祉 －8.2
ゴミ処理 －13.5
商業 －30.9
観光業 －37.9
公共交通 －46.1
※ 満足を2点、まあ満足を1点、普通・無回答を0点、や
や不満を－1点、不満を－2点としてポイントを算出

　

満
足
度
が
最
も
高
か
っ
た
の
は

上
水
道
の
整
備
、
次
い
で
下
水
道

の
整
備
と
続
き
、
上
位
を「
生
活

環
境
」に
関
す
る
項
目
が
占
め
ま

し
た
。
ま
た
、
健
康
推
進
・
疾
病

予
防
対
策
に
も
一
定
の
評
価
を
い

た
だ
き
ま
し
た
。

　

一
方
、
最
も
満
足
度
の
低
い
項

目
は
公
共
交
通
で
、
回
答
者
の
ほ

ぼ
半
数
が「
不
満
」「
や
や
不
満
」

と
回
答
し
、
意
見
欄
へ
の
記
述
も

複
数
み
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
現
状

で
は
満
足
が
得
ら
れ
て
い
な
い
こ

と
が
表
れ
て
い
ま
す
。

　

ま
た「
産
業
振
興
」の
項
目
の
う

ち
観
光
業
に
つ
い
て
は
、
新
た
な

誘
客
施
設
を
求
め
る
意
見
と
今
あ

る
資
源
を
活
用
す
る
べ
き
と
い
う

意
見
が
あ
る
中
で
２
番
目
の
満
足

度
の
低
さ
と
な
っ
て
い
ま
す
。
３

番
目
に
低
い
商
業
へ
は
、
地
域
資

源
を
活
用
し
た
商
品
開
発
や
ブ
ラ

ン
ド
化
が
必
要
と
の
回
答
を
多
く

い
た
だ
き
ま
し
た
。
４
番
目
に
低

か
っ
た
の
は「
ご
み
処
理
」、
５
番

目
に
低
か
っ
た
の
は「
低
所
得
者

福
祉
」に
関
す
る
項
目
と
な
り
ま

し
た
。
今
後
事
業
な
ど
の
一
層
の

周
知
や
改
善
へ
の
検
討
が
必
要
で

す
。

現況満足度ランキング　上位・下位5項目

-80.0 -60.0 -40.0 -20.0 0.0 20.0 40.0 60.0 80.0

満足

不満

58.2

52.8

44.0

38.3

25.2

-8.2

-13.5

-30.9

-37.9

-46.1

上水道の整備
下水道の整備
公園・緑地の整備
消防・防災体制
健康推進・疾病予防対策

低所得者福祉
ゴミ処理
商業
観光業
公共交通

　調査対象は、御代田町に住所を有する20歳以上の男
女のうち、性別や年代、地区ごとの人口のバランスを
考慮した上で5つの年代から200名ずつを無作為に抽
出しました。調査票は郵送により、配布回収しました。
　回答率は60歳代以上で約32％、その他の年代は約
11％から23％となりました。
　なお、男女比については、男性約42％、女性約
58％となりました。

調査概要

調査表配布数 1,000枚
調査表回収数 282人
回収率 28.2％

20歳代
12％

30歳代
11％

40歳代
22％50歳代

23％

60歳代以上
32％

回答いただいた年代

　
「
生
活
環
境
」「
福
祉
・
保
健
」

「
教
育
・
文
化
」「
産
業
振
興
」の
４

つ
の
分
野
、
合
計
27
項
目
に
つ
い

て
満
足
度
を
調
査
し
ま
し
た
。

ご協力ありがとうございました
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